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平成27年５月19日 

各 位 

会 社 名 京浜急行電鉄株式会社      

代表者名 取締役社長 原田 一之    

 （コード番号  ９００６ 東証第１部） 

問合せ先 総務部広報課         

（ＴＥＬ：０３－３２８０－９１２２） 

 

 

当社株式等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続のお知らせ 

 

当社は，平成24年６月28日開催の当社第91期定時株主総会において「当社株式等の大量取得行為に

関する対応策（買収防衛策）」（以下「現プラン」といいます。）の継続について，株主の皆様にご承

認いただきました。現プランの有効期間は，平成27年６月26日開催予定の当社定時株主総会（以

下「本定時株主総会」といいます。）終結の時までとなっております。 

当社では，社会・経済情勢の変化，買収防衛策をめぐる諸々の動向を踏まえ，当社の企業価値・

株主の皆様の共同の利益の向上または確保に資するものであるかという観点から，現プランの継

続の是非も含めてその在り方について検討をしてまいりました。その結果，当社は，本日開催の

取締役会において，本定時株主総会にて株主の皆様にご承認いただくことを条件として，現プラ

ンを一部修正したうえで継続することを決議いたしましたので，お知らせいたします。（以下，

継続後の対応策を「本プラン」といいます。）本定時株主総会において株主の皆様のご承認をい

ただいた場合には，本プランの有効期間は平成30年６月開催予定の定時株主総会終結の時までと

なります。 

当該決議にあたっては，社外監査役３名を含む監査役４名全員が，本プランは当社株式等の大量取

得行為に関する対応策として相当であり，本プランの継続が相当と判断する旨の意見を表明していま

す。 

なお，本プランの継続に伴う主な変更点は，①対抗措置を新株予約権の無償割当てに限定したこと，

②独立委員会検討期間の上限を明確化したこと，③独立委員会委員が１名交代したこと等です。 

 

本プランの詳細につきましては，別添資料をご参照ください。 

また，当社は，現時点において当社株式等の大量取得行為に関する提案を受けておりません。 
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(別添資料) 

 

当社株式等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策） 

 

当社は，当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規

則第118条第３号本文に規定されるものをいい，以下「基本方針」といいます。）ならびに基本方針に

照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ(2)）の一つとして，以下のとおり，当社株式等の大量取得

行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）を定めます。 

 

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社は，金融商品取引所に株式を上場している者として，市場における当社株式の自由な取引を

尊重し，特定の者による当社株式の大量買付行為であっても，安全性を最優先するとともに，沿線

地域の発展のため，グループが連携して事業を行い，相乗効果を図るという当社のグループ経営を

十分に理解し，企業価値・株主の皆様の共同の利益の向上または確保に資するものであれば，これ

を一概に否定するものではありません。また，当社は，株式会社の経営権の移転を伴う買収提案に

ついての判断は，最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。 

しかしながら，株式の大量買付行為のなかには，(1)企業価値・株主共同の利益に侵害をもたら

すもの，(2)株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの，(3)対象会社の株主や取締役会

が，買付の条件等について検討するための，十分な時間や情報を提供しないもの，(4)対象会社の

取締役会が，代替案を提案するための，十分な時間や情報を提供しないもの，(5)対象会社が買付

者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために，買付者との交渉を必要とするもの等，対象

会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

したがって，当社株式の大量買付を行う者は，株主の皆様の判断のために，必要かつ十分な情報

を当社取締役会に事前に提供し，かつ，一定の検討期間が経過した後にのみ当該大量買付行為を開

始すべきである，と当社は考えております。 

 

２．当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益の向上または確保への取り組みについて 

 

（1）経営の基本方針 

当社グループは，「都市生活を支える事業を通して，新しい価値を創造し，社会の発展に貢献す

る」ことをグループ理念として，鉄道，バスなどの交通事業を中心に，不動産，ホテル，レジャー，

流通などの事業を展開し，安全・安心なサービス・商品の提供を行っております。これらの事業を

通して，「地域密着・生活直結」型企業集団として当社線沿線を中心にグループ経営を発展・強化

し，企業価値の最大化を目指してまいります。 

当社グループを取り巻く事業環境は，沿線の人口減少や各事業での競争激化など，厳しくなるこ

とが予想されます。当社グループは，このような事業環境においても経営資源の配分について一層

の選択と集中を行い，利益の最大化と財務基盤の強化を図り，持続的な発展・成長を目指してまい

ります。そのために当社グループが目指すべき将来像を，長期ビジョン「品川・羽田を玄関口とし

て，国内外の多くの人々が集う，豊かな沿線を目指す」としており，この長期ビジョンの実現に向
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けた５つの柱となる取り組みを中心に，グループ総力をあげて邁進してまいります。また，コーポ

レート・ガバナンス体制の一層の強化を図るとともに，コンプライアンスの重視，地域社会への貢

献，環境対策など，社会的課題につきましても積極的に取り組んでまいります。 

  

（2）具体的な取り組み 

 イ．長期ビジョンの実現に向けた５つの柱となる取り組み 

（ｲ）品川駅周辺の開発事業の推進 

品川地区は，交通結節点として重要性が高まり，これからの日本の成長を牽引する国際交流

拠点として新たな街づくりが期待されております。昨年，東京都が策定した「品川駅・田町駅

周辺まちづくりガイドライン2014」には，当社品川駅の地平化・２面４線化による利便性の向

上や品川第一踏切道を含む３か所の踏切解消等による安全性の向上，交通結節点としての利便

性を活かした業務・商業・居住等の多様な都市機能の集積による街づくりなどが掲げられてお

ります。当社もこれらの早期実現に向け，関係各所とともに鋭意検討を進めております。また，

街づくりの推進に伴う，品川駅周辺の当社の既存施設の再編による一時的な経営への影響につ

いても，適切に対応してまいります。 

（ﾛ）品川・羽田空港の持つ高いポテンシャルの活用 

羽田空港は，航空機の発着枠の一層の拡大等によりビジネスチャンスが増大する一方，新た

な羽田空港アクセスも検討されております。当社グループは，羽田空港を最重要戦略拠点と位

置づけており，今後も，お客様の動向にあわせ，鉄道，バスのダイヤの見直しを随時検討し，

羽田空港アクセスのさらなる向上を図ってまいります。また，台湾の鉄道事業者と関係を強化

するなど海外における当社グループの認知度向上を図るほか，ビジネスホテルの新規出店，自

治体等との連携強化などにより，訪日旅客の取り込みに努め，沿線の交流人口の増大を図って

まいります。さらに，東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けサービスレベルの一段

の向上に努め，「羽田空港といえば京急」と言われるようグループ一丸となり取り組んでまい

ります。 

当社グループは，品川，羽田空港の持つ高いポテンシャルを活用した事業展開を推進するこ

とで，沿線に根差した各事業に広く相乗効果を波及させ，沿線全域のさらなる価値の向上に努

めてまいります。 

（ﾊ）安全・安心なサービス・商品の提供 

当社グループは，引き続きすべての事業において安全・安心を最優先にしたサービス・商品

の提供に全力を尽くしてまいります。また，当社グループで発生した災害や事故等の経験のみ

ならず，他社事例の研究も進め，今後も発生しうるリスクを認識し，対策を講じてまいります。 

鉄道事業では，社員の安全意識の徹底を図るとともに，地震対策，法面防護など安全対策工

事を推進し，安全・安定輸送の確保に努めてまいります。 

また，バス，タクシー，不動産，レジャー，流通などお客様の日々の生活に密着した事業に

おいても，施設・設備の点検や食品等の商品管理を徹底するなど，鉄道事業と同様に安全・安

心を最優先にしたサービス・商品の提供に努めてまいります。 

（ﾆ）豊かで住みやすい沿線づくり 

当社グループは，引き続き沿線価値のさらなる向上に努め，沿線の定住人口，交流人口の増
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大に向けた取り組みを推進してまいります。 

鉄道事業では，利便性のさらなる向上に努めるとともに，自治体等と協力した営業施策に取

り組み，国内外のお客様を取り込むことで，沿線地域の活性化に貢献してまいります。 

乗合・貸切自動車事業では，需要にあわせたダイヤの見直しや路線の再編，自治体等と連携

した定時運行を確保するための対策などを引き続き検討してまいります。 

不動産販売業では，引き続き，鉄道会社の強みを活かした街づくりを推進するとともに，開

発，販売，管理を一貫して行う体制を構築することで，沿線の活性化に努めてまいります。 

不動産賃貸業では，京急蒲田駅付近などの高架下を有効活用するほか，川崎地区などで駅周

辺開発を推進し，沿線地域の発展につなげてまいります。 

レジャー・サービス事業では，三浦半島をはじめとした沿線の貴重な観光資源の活用を図る

ため，国や自治体等の観光施策と連携し，国内外のお客様に向けた認知度向上の取り組みを推

進してまいります。 

流通事業では，百貨店，スーパーマーケット，ショッピングセンター，駅ナカ店舗など，そ

れぞれの特色を活かしながら連携して総合力を発揮することで，沿線地域の利便性を一層向上

させてまいります。 

その他の事業では，引き続き生活支援サービス等の充実を図ってまいります。 

（ﾎ）新規事業の展開 

当社グループは，時代の変化をとらえ，事業の選択と集中に取り組むとともに，新たな事業

に挑戦してまいります。また，品川・羽田を玄関口として，国内外のお客様を取り込み，沿線

全域の活性化にもつながるよう，現在，当社事業エリアで計画されている統合型リゾート施設

についても，新規事業への参入等の機会として積極的に取り組んでまいります。 

 

ロ．企業の社会的責任に対する取り組み 

当社グループは，今後もコンプライアンスを重視した経営，地域社会への貢献，環境対策など

に取り組んでまいります。 

これらの取り組みを通して，当社グループは，沿線の生活者を支える企業集団として安全・安心

を最優先に確保するとともに，短期のみならず中長期的に沿線価値の向上と企業価値の最大化に努

めてまいります。 

 

３．本プランの基本的考え方 

 

  当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を向上または確保することを目的として，４．以下に

定める本プランの内容に従った具体的な対応策を継続し，本プランの内容を，東京証券取引所にお

ける適時開示，当社事業報告等の法定開示書類における開示，当社ホームページ等への掲載等の方

法で周知させることにより，当社株式等の大量取得行為を行う者が順守すべき手続があること，な

らびに，当社が，以下の行使条件および取得条項が付された新株予約権の無償割当てを実施するこ

とがあり得ることを事前に警告することをもって，当社の買収防衛策といたします。 

（1）買付者等（下記４．（1）イ．において定義されます。以下同じ。）による権利行使は認められな

いとの行使条件 
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（2）買付者等以外の者から株式と引き換えに新株予約権を取得するとの取得条項 

本プランにおいては，当社取締役会の恣意的判断を排するため，独立委員会規程（その概要につ

いては別紙１をご参照ください。）に従い，（1）当社社外取締役，（2）当社社外監査役，または（3）

社外の有識者（実績ある会社経営者，弁護士，公認会計士および学識経験者等）で，当社経営陣か

ら独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに，株主の皆様に適時に情報開示

を行うことにより透明性を確保することとしています。独立委員会の委員は，別紙２の３氏が就任

する予定であります。 

なお，平成27年３月31日現在における当社大株主の状況は，別紙４「当社大株主の株式保有状況」

に記載のとおりであります。 

 

４．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組み） 

 

（1）本プランにかかる手続 

イ．対象となる買付等 

   本プランは，下記（ｲ）または（ﾛ）に該当する当社株式等の買付またはこれに類似する行為（以

下「買付等」という。）がなされる場合を適用対象とする。買付等を行う者または提案する者（以

下「買付者等」という。）は，あらかじめ本プランに定められる手続に従うこととする。 

（ｲ）当社が発行者である株式等1について，保有者2の株式等保有割合3が20％以上となる買付 

（ﾛ）当社が発行者である株式等4について，公開買付け5を行う者の株式等所有割合6およびその特

別関係者7の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

 

ロ．意向表明書の当社への提出 

   買付者等は，当社取締役会が別段の定めをした場合を除き，買付等の実行に先立ち，当社取締

役会に対して，当該買付者等が買付等に際して，本プランに定める手続を順守する旨の誓約文言

等を記載した書面（以下「意向表明書」という。）を，当社の定める書式により日本語で提出す

る。意向表明書に記載すべき事項は，次のとおりとする。 

（ｲ）買付者等の概要 

ａ．氏名または名称および住所または所在地 

ｂ．代表者の役職および氏名 

                             
1 金融商品取引法第 27 条の 23 第１項に定義される「株券等」を意味するものとする。以下別段の定めがない限り同

じ。なお，本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含む。）

があった場合には，本プランにおいて引用される法令等の各条項は，当社取締役会が別途定める場合を除き，当該

改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられるものとする。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第３項に基づき保有者に含まれる者を含む（当社取締役会がこれに該当すると認めた

者を含む。）。以下同じ。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第４項に定義される「株券等保有割合」を意味するものとする。以下同じ。 
4 金融商品取引法第 27 条の２第１項に定義される「株券等」を意味するものとする。 
5 金融商品取引法第 27 条の２第６項に定義される「公開買付け」を意味するものとする。以下同じ。 
6 金融商品取引法第 27 条の２第８項に定義される「株券等所有割合」を意味するものとする。以下同じ。 
7 金融商品取引法第 27 条の２第７項に定義される「特別関係者」を意味するものとし，当社取締役会がこれに該当す

ると認めた者を含む。ただし，同項第１号に掲げる者については，発行者以外の者による株券等の公開買付けの開

示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除く。以下同じ。 
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ｃ．会社等の目的および事業内容 

ｄ．大株主または大口出資者（所有株式または出資割合上位10名）の概要 

ｅ．国内連絡先 

ｆ．準拠法 

（ﾛ）買付者等が現に保有する当社の株式等の数および意向表明書提出前60日間における買付者等

の当社の株式等の取引状況 

（ﾊ）買付者等が提案する買付等の概要（買付者等が買付等により取得を予定する当社の株式等の

種類および数ならびに買付等の目的（支配権取得もしくは経営参加，純投資もしくは政策投資，

買付等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等，または重要提案行為等8その他の目的がある場

合には，その旨および内容。なお，目的が複数ある場合にはそのすべてを記載することを要す

る。）を含む。） 

 

ハ．買付者等に対する情報提供の要求 

   買付者等は，当社取締役会が別段の定めをした場合を除き，買付等の実行に先立ち，当社取締

役会に対して，買付等に対する株主および投資家の判断ならびに当社取締役会による評価・検討

等のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」という。）を，日本語で提供する。 

   当社は，買付者等に対して，意向表明書を当社が受領した日から10営業日9（初日不算入）以

内に，当初提出すべき情報を記載した情報リスト（以下「当初情報リスト」という。）を，上記

ロ．(ｲ)ｅ．の国内連絡先に発送するものとし，買付者等は，当初情報リストに従って，十分な

情報を当社取締役会に対し，提供するものとする。 

   当社取締役会は，当初情報リストに従って買付者等から提供された情報では，本必要情報とし

て不十分であると判断した場合には，買付者等に対し，適宜提出期限を定めたうえ，追加的に情

報を提供するよう求めることがある。この場合，買付者等は，当該期限までに，かかる情報を追

加的に提供する。 

   なお，買付等の内容および態様等にかかわらず，次の各項目に関する情報は，原則として，当

初情報リストの一部に含まれる。 

（ｲ）買付者等およびそのグループ（共同保有者10，特別関係者および（ファンドの場合は）各組

合員その他の構成員を含む。）の詳細（具体的名称，資本構成，事業内容，財務内容等を含む。） 

（ﾛ）買付等の目的，方法および内容（買付等の対価の価額・種類，買付等の時期，関連する取引

の仕組み，買付等の方法の適法性，買付等の実現可能性を含む。） 

（ﾊ）買付等の価格の算定根拠（算定の前提事実，算定方法，算定に用いた数値情報および買付等

にかかる一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容，そのうち少数株主に対し

て分配されるシナジーの内容を含む。） 

（ﾆ）買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含む。）の具体的名称，調達方法，関

連する取引の内容を含む。） 

（ﾎ）買付等に際しての独立委員会との間における意思連絡の有無および意思連絡がある場合はそ

                             
8 金融商品取引法第 27 条の 26 第１項に定義される「重要提案行為等」を意味するものとする。 
9 営業日とは，行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいう。以下同じ。 
10 金融商品取引法第 27 条の 23 第５項に定義される「共同保有者」を意味するものとし，同条第６項に基づき共同保

有者とみなされると当社取締役会が認めた者を含む。以下同じ。 
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の内容 

（ﾍ）買付等の後における当社および当社グループの経営方針，事業計画，資本政策および配当政

策 

（ﾄ）買付等の後における当社の従業員，労働組合，取引先，顧客，地域社会その他の当社にかか

るステークホルダーの処遇等の方針 

（ﾁ）当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策 

（ﾘ）その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

なお，独立委員会は，買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく買付等を開始した

ものと認められる場合には，引き続き意向表明書および本必要情報の提出を求めて買付者等と協

議・交渉を行うべき特段の事情がある場合を除き，下記ホ．（ｲ）記載のとおり，当社取締役会に

対して，下記（3）にその概要が記載される新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の無償

割当てを実施することを勧告する。 

 

ニ．買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 

（ｲ）当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は，買付者等から意向表明書および本必要情報が提出された場合，当社取締役会

に対しても，独立委員会が定める合理的な期間内（ただし，原則として30日間を超えないもの

とする。）に，買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとする。以

下同じ。），その根拠資料，および代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要と認める

情報・資料等を提示するよう要求することがある。 

（ﾛ）独立委員会による検討作業  

    買付者等および（当社取締役会に対して上記のとおり情報・資料等の提示を要求した場合に

は）当社取締役会から情報・資料等（追加的に要求したものも含む。）の提供が十分になされた

と独立委員会が認めた場合，対価を円貨現金のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の

場合は最大60日間の検討期間，その他の買付等の場合は最大90日間の検討期間（以下「独立委

員会検討期間」という。）を独立委員会は設定する。 

独立委員会は，独立委員会検討期間内において買付者等および当社取締役会から提供された

情報・資料等に基づき，当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益の向上または確保の観点か

ら，買付者等の買付等の内容の検討，当社取締役会による代替案の検討および買付者等と当社

取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討等を行う。 

買付者等は，独立委員会が，独立委員会検討期間において，当社取締役会を通じて，検討資

料その他の情報提供，協議・交渉等を求めた場合には，すみやかにこれに応じなければならな

いものとする。なお，買付者等は，独立委員会検討期間が終了するまでは，買付等を開始する

ことはできないものとする。 

独立委員会の判断が，当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資するようになされるこ

とを確保するために，独立委員会は，当社の費用で，独立した第三者（ファイナンシャル・ア

ドバイザー，公認会計士，弁護士，コンサルタントその他の専門家等）の助言を得ることがで

きるものとする。 
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（ﾊ）株主およびステークホルダーに対する情報開示 

    独立委員会は，自らまたは当社取締役会等を通じて，買付者等から買付等の提案がなされた

事実についてすみやかに情報開示し，提案の概要，本必要情報の概要，独立委員会検討期間の

開始，延長および終了，その他独立委員会が適切と判断する事項について，情報開示を行う。 

 

ホ．独立委員会における判断方法 

   独立委員会は，買付者等が出現した場合において，以下の手続に従い，当社取締役会に対する

勧告を行うものとする。なお，独立委員会が当社取締役会に対して下記（ｲ）ないし（ﾊ）に定め

る勧告または決議をした場合，その他独立委員会が適切と考える場合には，独立委員会は，当該

勧告または決議の事実とその概要その他独立委員会が適切と判断する事項（下記（ﾊ）に従い独

立委員会検討期間を延長する旨の決議を行う場合には，当該延長期間および当該延長期間が必要

とされる具体的理由を含む。）について，自らまたは当社取締役会を通じて，すみやかに情報開

示を行う。 

（ｲ）独立委員会が対抗措置の発動を勧告する場合 

    独立委員会は，買付者等が上記ロ．ないしニ．に規定する手続を順守しなかった場合，また

は買付者等の買付等の内容の検討，買付者等との協議・交渉の結果，買付者等による買付等が

下記（2）「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに該当し，本新株予約

権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には，独立委員会検討期間の開始

または終了の有無を問わず，当社取締役会に対して，本新株予約権の無償割当てを実施するこ

とを勧告する。 

    ただし，独立委員会は，いったん本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をした後も，以下

のいずれかの事由に該当すると判断した場合には，本新株予約権の無償割当ての効力発生日ま

では本新株予約権の無償割当ての中止，本新株予約権の無償割当ての効力発生日後，本新株予

約権の行使期間の初日の前日までは本新株予約権の無償取得を含む別個の判断を行い，これを

当社取締役会に対して勧告することができるものとする。 

ａ．当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合，その他買付等が存しなくなった場合 

ｂ．当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ，買付者等による買付等が下記（2）

「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当しないか，または該当し

ても直ちに本新株予約権の無償割当てを実施することが相当ではない場合 

（ﾛ）独立委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合 

独立委員会は，買付者等の買付等の内容の検討，買付者等との協議・交渉の結果，買付者等

による買付等が下記（2）「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれにも該当

しないか，もしくは該当しても本新株予約権の無償割当てを実施することは相当ではないと判

断した場合，または当社取締役会が独立委員会の要求にかかわらず上記ニ．に規定する意見お

よび独立委員会が要求する情報・資料等を所定期間内に提示しなかった場合には，独立委員会

検討期間の開始または終了の有無を問わず，当社取締役会に対して，本新株予約権の無償割当

てを実施しないことを勧告する。 

ただし，独立委員会は，いったん本新株予約権の無償割当ての不実施の勧告をした後でも，

当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ，買付者等による買付等が下記（2）「本
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新株予約権の無償割当ての要件」に定める要件のいずれかに該当し，本新株予約権の無償割当

てを実施することが相当であると判断した場合には，本新株予約権の無償割当ての実施を含む

別個の判断を行い，これを当社取締役会に勧告することができるものとする。 

（ﾊ）独立委員会が独立委員会検討期間の延長を行う場合 

    独立委員会が，当初の独立委員会検討期間終了時までに，本新株予約権の無償割当ての実施

または不実施の勧告を行うに至らない合理的な理由がある場合には，独立委員会は，当該買付

者等による買付等の内容の検討，当該買付者等との協議・交渉・代替案の検討等のために，合

理的に必要とされる範囲内で，独立委員会検討期間を延長する旨の決議を行う(ただし，延長の

期間は最大30日間とする。)。  

    上記延長の決議により独立委員会検討期間が延長された場合，独立委員会は，引き続き，情

報収集，検討等を行うものとし，延長期間内に本新株予約権の無償割当ての実施または不実施

の勧告や代替案の提示等を行うよう最大限努めるものとする。 

 

ヘ．取締役会の決議 

   当社取締役会は，独立委員会の上記勧告を受けた場合，これを最大限尊重して最終的にすみや

かに本新株予約権の無償割当ての実施または不実施に関する会社法上の機関としての決議を行

うものとする。 

  当社取締役会は，上記取締役会決議を行った場合，当該決議の概要その他当社取締役会が適切

と判断する事項について，すみやかに情報開示を行う。 

  

ト．本新株予約権の無償割当ての中止，無償取得 

当社取締役会が上記ヘ．の手続に従い本新株予約権の無償割当ての実施を決議した後であって

も，本新株予約権の行使期間の初日の前日までの間において，(ｲ)買付者等が買付等を中止した

場合または（ﾛ）本新株予約権の無償割当てを実施するか否かの判断の前提となった事実関係等

に変動が生じ，かつ，当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益の向上または確保という観点か

ら実施した本新株予約権の無償割当てを維持することが相当でないと考えられる状況に至った

場合には，当社取締役会は，独立委員会の勧告に基づき，または勧告の有無もしくは勧告の内容

にかかわらず，（本新株予約権の無償割当ての効力発生日前においては）本新株予約権の無償割

当てを中止する旨，または（本新株予約権の無償割当ての効力発生日後においては）本新株予約

権の無償取得を行う旨の決議を行うことができるものとする。 

当社取締役会は，上記決議を行った場合，当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断す

る事項について，すみやかに情報開示を行う。 

 

（2）本新株予約権の無償割当ての要件 

   当社は，買付者等が上記（1）「本プランにかかる手続」ロ．ないしニ．に規定する手続を順守

しなかった場合，または，買付者等による買付等が下記のいずれかに該当し，本新株予約権の無

償割当てを実施することが相当であると認められる場合，上記（1）「本プランにかかる手続」ヘ．

に記載される当社取締役会の決議により，本新株予約権の無償割当てを実施するものとする。な

お，上記（1）「本プランにかかる手続」ホ．のとおり，本新株予約権の無償割当てを実施するこ



 10

とが相当であるかどうかについては，必ず独立委員会の判断を経ることとする。 

 

 イ．下記に掲げる行為その他これに類似する行為により，当社の企業価値・株主の皆様の共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

（ｲ）株式等を買い占め，その株式等につき当社に対して高値で買取を要求する行為 

（ﾛ）当社の経営を一時的に支配して，当社の重要な資産等を廉価に取得する等，当社の犠牲のも

とに買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

（ﾊ）当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

（ﾆ）当社の経営を一時的に支配して，当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ，

その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか，一時的高配当による株価の急上昇の機会を

狙って高値で売り抜ける行為 

 

ロ．強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく，二段階目の買付条件を株

主に対して不利に設定し，あるいは明確にしないで，公開買付け等の株式等の買付を行うことを

いう。）等，株主の皆様に株式等の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

 

 ハ．買付等の条件（対価の価額・種類，買付等の時期，買付等の方法の適法性，買付等の実行の可

能性，買付等の後における当社の従業員，労働組合，取引先，顧客，地域社会その他の当社にか

かるステークホルダーの処遇等の方針等を含む。）が，当社の本源的価値に鑑み，著しく不十分

または不適当な買付等である場合 

 

 ニ．買付者等による買付等の後の経営方針または事業計画等の内容が不十分または不適当である

ため，鉄道事業の安全性もしくは公共性または顧客の利益の確保に重大な支障をきたすおそれ

のある買付等である場合 

 

 ホ．当社の企業価値を生み出すうえで必要不可欠な当社グループの従業員，取引先等との関係ま

たは当社グループの企業文化を破壊すること等により，当社グループの企業価値・株主の皆様

の共同の利益を著しく毀損する買付等である場合 

 

（3）本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する本新株予約権の無償割当ての概要は，別紙３「新株予約権無償割当

ての概要」に記載のとおりとする。 

 

（4）本プランの有効期間，廃止および変更 

   本プランの有効期間は，平成27年６月開催予定の当社定時株主総会（以下「本定時株主総会」

という。）において株主の皆様にご承認いただけることを条件に，同日から平成30年６月開催予定

の定時株主総会終結の時まで延長されるものとする。 

   ただし，かかる有効期間の満了前であっても，当社の株主総会において本プランを変更または

廃止する旨の決議が行われた場合には，本プランは当該決議に従い，その時点で変更または廃止
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されるものとする。また，当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プ

ランを廃止する旨の決議が行われた場合には，本プランはその時点で廃止されるものとする。 

   なお，当社取締役会は，本プランの基本方針に反しない範囲，または会社法，金融商品取引法，

その他の法令もしくは金融商品取引所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更，または税制，

裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で，独立委員会の承認を得たうえで，本プ

ランを修正し，または変更する場合がある。 

   当社は，本プランが廃止または変更された場合には，当該廃止または変更の事実および（変更

の場合には）変更内容その他当社取締役会または独立委員会が適切と認める事項について，すみ

やかに情報開示を行う。 

 

５．本プランの合理性 

 

（1）買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足していること 

   本プランは，経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の

利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の

利益の確保・向上の原則，事前開示・株主意思の原則，必要性・相当性確保の原則）をすべて充

足しています。また，本プランは，企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環

境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえています。 

 

（2）株主の皆様の共同の利益の向上または確保を目的としていること 

   本プランは，当社株式等に対する買付等がなされた際に，当該買付等に応じるべきか否かを株

主の皆様が判断し，あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し，

株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより，当社の企業価値・株

主の皆様の共同の利益を向上または確保することを目的とするものです。 

 

（3）株主意思を重視するものであること 

   上記４．（4）「本プランの有効期間，廃止および変更」に記載したとおり，本プランは，本定時

株主総会において株主の皆様にご承認いただけることを条件に有効期間が延長されるものです。

同株主総会において本プランの継続についてご承認いただいた後も，その後の当社株主総会にお

いて，本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には，本プランも当該決議に従い変更ま

たは廃止されることになります。以上の意味において，本プランの存廃および内容は，当社株主

総会の意思に基づくことになっております。 

 

（4）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

   当社は，本プランの導入にあたり，当社取締役会の恣意的判断を排除し，株主の皆様のために

対抗措置の発動に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置しており，

本プランの継続に際しても引き続きこれを設置することとしております。 

   独立委員会は，当社の業務執行を行う経営陣から独立している，当社の社外取締役，社外監査

役または社外の有識者（実績ある会社経営者，弁護士，公認会計士および学識経験者等）から選
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任される委員３名以上により構成されます。 

   また，独立委員会の判断概要については必要に応じ株主の皆様に情報開示をすることとし，当

社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営が行われる仕組み

を確保しています。 

 

（5）合理的な客観的発動要件の設定 

   本プランは，上記４．（1）「本プランにかかる手続」ホ．および４．（2）「本新株予約権の無償

割当ての要件」にて記載したとおり，あらかじめ定められた合理的客観的発動要件が充足されな

ければ発動されないように設定されており，当社取締役会による恣意的な発動を防止するための

仕組みを確保しています。 

 

（6）第三者専門家の意見の取得 

   上記４．（1）「本プランにかかる手続」ニ．にて記載したとおり，買付者等が出現した場合に，

独立委員会は，当社の費用で，独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー，公認会計士，

弁護士，コンサルタントその他の専門家等）の助言を得ることができるものとされていることに

より，独立委員会による判断の公正さ・客観性が一層強く担保された仕組みとなっています。 

 

（7）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

   上記４．（4）「本プランの有効期間，廃止および変更」に記載したとおり，本プランは，当社の

株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができることから，当社

の株式等を大量に買い付けた者が，当社株主総会で取締役を指名し，かかる取締役で構成される

取締役会により，本プランを廃止することが可能です。したがって，本プランは，デッドハンド

型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお，発動を阻止できない買収防衛策）

ではありません。 

   また，当社は，取締役任期が１年のため，本プランは，スローハンド型買収防衛策（取締役会

の構成員の交代を一度に行うことができないため，その発動を阻止するのに時間を要する買収防

衛策）でもありません。 

 

６．株主および投資家の皆様への影響 

 

（1）本プランの継続時に株主および投資家の皆様に与える影響 

   本プランの継続時点においては，本新株予約権の無償割当ては行われませんので，株主および

投資家の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。 

   前述の４．において述べたように，買付者等が本プランを順守するか否かにより当該買付行為

に対する当社の対応方針が異なりますので，株主および投資家の皆様におかれましては，買付者

等の動向にご注意ください。 

 

（2）本新株予約権の無償割当時に株主および投資家の皆様に与える影響 

   当社取締役会が本新株予約権の無償割当決議において，別途定める割当期日における株主の皆
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様に対し，その保有する株式１株につき本新株予約権１個を上限として当社取締役会が本新株予

約権の無償割当決議において別途定める割合で，本新株予約権が無償で割り当てられます。仮に，

株主の皆様が，権利行使期間内に，所定の行使価額等の金銭の払込みその他下記（3）「本新株予

約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続」イ．において記載する本新株予約権の

行使にかかる手続を経なければ，他の株主の皆様による本新株予約権の行使により，その保有す

る当社株式の価値が希釈化することになります。ただし，当社は，下記（3）「本新株予約権の無

償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続」ロ．に記載する手続により，買付者等以外の株

主の皆様から本新株予約権を取得し，それと引き換えに当社株式を交付することがあります。当

社がかかる取得の手続をとった場合，買付者等以外の株主の皆様は，本新株予約権の行使および

所定の行使価額相当の金銭の払込みをすることなく，当社株式を受領することとなるため，保有

する当社株式の価値の希釈化は生じません。 

   なお，当社取締役会が，本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても，上記４．（1）

「本プランにかかる手続」ト．に記載する手続に従い，当社取締役会が本新株予約権の無償割当

ての中止または無償取得を決定した場合には，当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があ

ります。例えば，本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において，当社が本

新株予約権の無償割当てを中止し，または，本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合

には，株主の皆様が保有する当社株式１株あたりの経済的価値の希釈化は生じないことになるた

め，当社株式１株あたりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主およ

び投資家の皆様は，株価の変動により不測の損害を被る可能性がある点にご留意ください。 

 

（3）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続 

 イ．本新株予約権の行使の手続 

当社は，割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対し，原則として，本新

株予約権の行使請求書（行使にかかる本新株予約権の内容および数，本新株予約権を行使する日

等の必要事項，および株主ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること等についての表明保

証条項，補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式によるものとします。）その他本新株

予約権の権利行使に必要な書類を送付します。本新株予約権の無償割当て後，株主の皆様におか

れましては，本新株予約権の行使期間内に，これらの必要書類を提出したうえ，本新株予約権１

個あたり金１円を下限とし，当社株式１株の時価の50％相当額を上限として当社取締役会が本新

株予約権の無償割当決議において定める価格を払込取扱場所に払込むことにより，１個の本新株

予約権につき，原則として１株の当社株式が交付されることになります。 

 

ロ．本新株予約権の取得の手続 

当社は，当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合，法定の手続に従い，当

社取締役会が別途定める日において本新株予約権を取得し，これと引き換えに当社株式を株主の

皆様に交付することがあります。なお，この場合，かかる株主の皆様には，別途，ご自身が買付

者等ではないこと等についての表明保証条項，補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式

による書面をご提出いただくことがあります。 

上記のほか，割当方法，行使の方法および当社による取得の方法の詳細につき，本新株予約権
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の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後，株主の皆様に対して公表または通知い

たしますので，当該内容をご確認ください。 

以 上 
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別紙１ 

独立委員会規程の概要 

 

１．独立委員会は，当社取締役会の決議により設置される。 

２．独立委員会の委員は，３名以上とし，当社経営陣から独立している，（1）当社の社外取締役，（2）

当社の社外監査役または（3）社外の有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任

する。ただし，社外の有識者は，実績のある会社経営者，官庁出身者，弁護士，公認会計士および

学識経験者またはこれらに準ずる者とし，また，別途当社が指定する善管注意義務条項等を含む契

約を当社との間で締結した者とする。 

３．独立委員会の委員の任期は，選任の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までとする。ただし，当社取締役会の決議により別段の定めをした場合

はこの限りではない。また，社外取締役，社外監査役で独立委員会委員である者が取締役，監査役

でなくなった場合には，独立委員会委員の任期も同時に終了する。 

４．独立委員会は，必要に応じて，当社の取締役，監査役，従業員その他必要と認める者を出席させ，

その意見または説明を求めることができる。 

５．独立委員会は，随時開催できることとし，その決議は委員の全員が出席し，その過半数をもって

行う。ただし，委員に事故あるときその他やむを得ない事由があるときは，委員の過半数が出席し，

その過半数をもって行う。 

６．独立委員会は，以下の各号に記載される事項について決定し，その決定内容を，理由を付して当

社取締役会に対して勧告する。独立委員会は，かかる勧告があった事実とその概要その他独立委員

会が適切と判断する事項について，自らまたは当社取締役会を通じて，すみやかに情報開示を行う。 

  なお，独立委員会の各委員は，決定等にあたっては，当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益

に資するか否かの観点からこれを行うことを要し，専ら自己または当社経営陣の個人的利益を図る

ことを目的としてはならない。 

（1）本プランにかかる新株予約権の無償割当ての実施または不実施 

（2）本プランにかかる新株予約権の無償割当ての中止または無償取得 

（3）その他当社取締役会が判断すべき事項のうち，当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 

７．独立委員会は，６．に定める事項に加え，以下の各号に記載される事項を行うことができる。 

（1）本プランの対象となる買付等への該当性の判断 

（2）買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報，意見，代替案，資料の決定およ

びその回答期限の設定 

（3）独立委員会の検討期間の設定（ただし，対価を円貨現金のみとする公開買付けによる当社全株

式の買付の場合は最大60日間の検討期間とし，その他の買付等の場合は最大90日間の検討期間と

する。）および当該期間の延長 

（4）買付者等の買付等の内容の精査・検討 

（5）買付者等との交渉・協議 

（6）代替案の検討 

（7）株主に対する代替案の提示 

（8）本プランの廃止または変更の承認（ただし，変更については，本プランの基本方針に反しない
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範囲，または，会社法，金融商品取引法，その他の法令もしくは金融商品取引所規則の変更また

はこれらの解釈・運用の変更，または税制，裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範

囲に限る。） 

（9）その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

(10）当社の取締役会が，別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

８．独立委員会は，当社の費用で，独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー，公認会計士，

弁護士，コンサルタントその他の専門家等）の助言を得ることができる。 

以  上 
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別紙２ 

独立委員会委員略歴 

 

 

境 政郎（さかい まさお） 

昭和15年１月 生まれ 

昭和39年４月 ㈱フジテレビジョン入社 

平成９年６月 同社取締役 

平成13年６月 同社常務取締役 

平成14年６月 富山テレビ放送㈱取締役 現在に至る 

平成17年６月 ㈱エフシージー総合研究所取締役社長 

平成24年６月 同社取締役会長  現在に至る 

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

 

須藤 修（すどう おさむ） 

昭和27年１月 生まれ 

昭和55年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 

昭和58年４月  東京八重洲法律事務所パートナー 

平成５年４月 あさひ法律事務所開設・パートナー 

平成11年６月 須藤・髙井法律事務所開設・パートナー  現在に至る 

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

 

佐藤 りえ子（さとう りえこ） 

昭和31年11月 生まれ 

昭和59年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 

平成10年７月 石井法律事務所パートナー  現在に至る 

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 
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別紙３ 

新株予約権無償割当ての概要 

 

１．本新株予約権の数 

  当社取締役会が，本新株予約権の無償割当ての取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当決議」

という。）において別途定める割当期日（以下「割当期日」という。）における当社の最終の発行済

株式総数（ただし，同時点において当社の有する当社株式の数を控除する。）と同数を上限として，

当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める数とする。 

２．割当対象株主 

  割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し，その保有する当社

株式１株につき本新株予約権１個を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当決議におい

て別途定める割合で，本新株予約権を無償で割り当てる。 

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

  当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める日とする。 

４．本新株予約権の目的である株式の種類および数 

  本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし，本新株予約権１個あたりの目的であ

る株式の数（以下「対象株式数」という。）は，別途調整がない限り１株とする。 

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし，本新株予約権の行使に際して出資され

る財産の当社株式１株あたりの価額は，金１円を下限とし，当社株式１株の時価の50％相当額を上

限とする金額の範囲内で，当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める価額とす

る。 

６．本新株予約権の行使期間 

  本新株予約権の無償割当ての効力発生日，または本新株予約権無償割当決議において当社取締役

会が別途定める日を初日とし，１か月間から２か月間までの範囲で，当社取締役会が本新株予約権

無償割当決議において別途定める期間とする。ただし，下記９．（2）に基づき当社による本新株予

約権の取得がなされる場合，当該取得にかかる本新株予約権についての行使期間は，当該取得日の

前営業日までとする。また，行使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込みの取扱場

所の休業日にあたるときは，その翌営業日を最終日とする。 

７．本新株予約権の行使条件 

（1）特定大量保有者11 

（2）特定大量保有者の共同保有者 

（3）特定大量買付者12 

                             
11 当社が発行者である株式等の保有者で，当該株式等にかかる株式等保有割合が 20％以上となると当社取締役会が認

めた者をいう。以下同じ。 
12 公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第 27 条の２第１項に定義される「株券等」を意

味するものとする。以下，本脚注において同じ。）の買付等（同法第 27 条の２第１項に定義される「買付け等」を

意味するものとする。以下，本脚注において同じ。）を行う旨の公告を行った者で，当該買付等の後におけるその

者の所有（これに準ずるものとして同法施行令第７条第１項に定める場合を含む。）にかかる株式等の株式等所有

割合がその者の特別関係者の株式等所有割合と合計して 20％以上となると当社取締役会が認めた者をいう。以下同

じ。 
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（4）特定大量買付者の特別関係者 

（5）上記（1）ないし（4）に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲

り受けもしくは承継した者 

（6）上記（1）ないし（5）記載の者の関連者13（以下（1）ないし（6）に該当する者を「特定買付

者等」と総称する。） 

上記記載の者は，原則として本新株予約権を行使することができない。  

８．本新株予約権の譲渡 

  本新株予約権の譲渡による取得については，当社取締役会の承認を要する。 

９．当社による本新株予約権の取得 

（1）当社は，本新株予約権の行使期間の初日の前日までの間いつでも，当社が本新株予約権を取得

することが適切であると当社取締役会が認める場合には，当社取締役会が別に定める日において，

すべての本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

（2）当社は，当社取締役会が別に定める日において，特定買付者等以外の者が有する本新株予約権

のうち当社取締役会が定める当該日の前営業日までに未行使の本新株予約権のすべてを取得し，

これと引き換えに，本新株予約権１個につき対象株式数の当社株式を交付することができる。当

社が取得を実施した以降に，特定買付者等以外の第三者が譲渡等により特定買付者等が有してい

た本新株予約権を有するに至った場合等には，当社はかかる本新株予約権の取得を複数回行うこ

とができる。 

以 上 

 

 

                             
13 ある者の関連者とは，実質的にその者を支配し，その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある者をいう。

「支配」とは，他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に

定義される。）をいう。 
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別紙４ 

当社大株主の株式保有状況 

 

 

平成27年３月31日現在の当社大株主の株式保有状況は次のとおりです。 

 持株数（千株） 持株比率（％） 

日本生命保険相互会社 22,391 4.06

株式会社みずほ銀行 18,635 3.38

株式会社横浜銀行 16,056 2.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 11,677 2.11

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（三井住友信託銀行退職給付信託口） 
10,977 1.99

西武鉄道株式会社 10,767 1.95

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,730 1.94

明治安田生命保険相互会社 10,000 1.81

資産管理サービス信託銀行株式会社 退職給付信託 

みずほ信託銀行口 
9,432 1.71

三井住友信託銀行株式会社 8,035 1.45

合    計 128,701 23.35

（注）１．発行済株式総数は551,521,094株です。 

   ２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

    

 


